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中間農業地域存続の基本条件
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1は じめに

本報告は, 農村生活総合研究センターが行なっ

たプロジェクト研究 「山地村集落における農家, 

林家の労働実態 と生活構造に関する研究」, 「中山

間地域における農村社会の存立と永続性に関する

研究」の成果1) , 2) に基づいて, 中山間農業地域

の存続の条件を論 じるものである。データ的には

必ずしも最新のものではないが, 存続の問題を考

えるときには歴史的な視点 も必要であると考 え

て, 研究をまとめた時点での最新のデータを使用

させていただくことにする。

2山 地村集落の生活構造

 (1) 山地村集落の概念

「1980年世界農林業センサス」は, 農業集落の

基礎類型の第2次 区分 として, 「都市 的集落」, 

「平地村集落」, 「山地村集落」, 「漁村的集落」の

4つ に区分 し, 山地村集落を 「農業集落の所在す

る旧市町村の林野率が80%以 上」 としている。本

研究では, 山地村集落の類型化を目的とした統計

的分析を農林業センサスのデータに依拠 した関係

から, センサスの定義を使用 した。

 (2) 自然的, 社会, 経済的条件に規定される労働
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都, 和歌山, 島根, 岡山, 山口, 愛媛, 

佐賀, 長崎, 熊 本, 大分, 宮崎, 鹿児

島) の山地村集落15, 892集落より県単位

に1/5抽 出した3, 177集落をサンプルとし

て統計的分析を行 なった。

標高, 根雪期間, 山林 ・原野面積の割

合などの自然的条件にかかわる7変 数で

主成分分析を行なった結果, 第1主 成分

として+側 に山林 ・原野面積の割合, -

側に耕地率, 田面積の割合などを集約し

た山地性, 第2主 成分として+側 に平年

の積雪量, 根雪期間を集約 した多雪性, 

第3主 成分として+側 に標高, 畑面積の

割合, -側 に田面積の割合を集約 した高

地性が得られた。

農家1戸 当たりの世帯員数, 経営耕地

2.0ha以 上農家の割合, 生活道の舗装割

合など社会, 経済的条件42変 数による主

成分分析の結果, 第1主 成分として+側 に主な交

通機関の運行回数 農家の水道普及割合など, -

側に農協までの道路距離, 医療施設までの道路距

離などを集約した便益性, 第2主 成分として+側

に経営耕地例外規定～1.0ha農 家の割合, 老年人

口指数 など, -側 に農家数増減率 (1980/1970

年) , 農家人口増減率 (1975/1980年) などを集

約した人口増減性 (入 口停滞←→人口減少) , 第

3主 成分 として+側 にDID都 市 との関連― 通勤

―, -側 にDID都 市との関連―生活―, 集落内工

場の種類数などを集約 した兼業形態 (通 勤兼業←

→集落内兼業) が得 られた。

男子40～59歳 の農業専従者の割合, 農産物販売

500万 円以上農家の割合, 林業従事者数など, 現

金を得るための労働にかかわる40変数による主成

分分析の結果, 第1主 成分として+側 に男子40～

59歳の農業専従者の割合, 女子40～59歳 の農業専

従者の割合など, -側 に男子主に恒常的勤務の割

合, 女子主に恒常的勤務の割合などを集約した農

林業専業性, 第2主 成分として+側 に林家率, 林

業従事60～149日 の割合など, -側 に農産物販売

500万 円以上農家の割合, 農家1戸 当たりの肉用

牛頭数などを集約した農林業形態 (山 地農業主体

←→林業労務主体) , 第3主 成分として+側 にい

図1現 金 を得 るための労働40変数の固有ベ クトル

 (第1-第2主 成分) 

表1自 然的条件 と社会、経済的条件 との関連

も類収穫面積, 工芸作物収穫面積など, -側 に稲

収穫面積, 実行組合寄合い回数などを集約した経

営作目構成 (水 稲作主体←→畑作主体) が得 られ

た。 (図1) 

農道の管理方法, 実行組合の議題, 集落代表者

の選出方法など, 集落生活にかかわる22変数によ

る主成分分析の結果, 第1主 成分として+側 に用

排水路の管理方法, 農道の管理方法, 集落の議題

―農 道の維持等―などを集約 した集落自立性, 第

2主 成分として+側 に農道共同作業への対応, 用

排水路共同作業への対応, -側 に集落の寄合い回

数, 集落の議題―観光開発等の非農業的開発― な

どを集約 した集落運営形態 (柔 軟型←→規制

型) , 第3主 成分として+側 に集落の議題―公害

による環境悪化への対応―, 集落の議題―生活環

境施設の整備改善―など, -側 に集落の議題―農

道の維持等―, 農道の管理方法などを集約した集
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落課題内容 (固 定型←→柔軟型) 

が得られた。

自然的条件と社会, 経済的条件

の関連 をみると (表1) , 由地村

集落のなかでは耕地が多 く, 公的

施設の集中する平坦部で人口減少

が鈍化 している。雪の多い集落で

は人口減少が鈍化 しているのに対

して, 少ない集落では通勤兼業は

多いものの人口は減少しており, 

豪雪が挙家離村, 人口減少を招 く

という関連は70年代には認められ

なかった。これには, 雪に対する

考え方の変化 (克 雪から利雪へ) 

や公的機関による除雪が進み, 道

路途絶日数が減少 したことが考え

られる。

現金を得るための労働 と自然的

条件, 社会, 経済的条件の関連を

みると (表2) , 農林業経営を主

とする集落は標高が高 く便益性は

悪いが, 集落内兼業が多 く人口減少が鈍化 してい

るのに対 して, 安定兼業が主体の集落は標高が低

く便益性は良いが, 通勤兼業が多く人口は減少 し

ている。

山地農業を主体とする集落は, 便益性は悪 くな

く, 耕地も広 く, 集落内兼業が多 く, 人口減少が

鈍化 ・停滞しているのに対 して, 林業労務を主体

とする集落は, 便益性が悪 く, 耕地は狭 くて通勤

兼業が多く, 人口が減少している。

水稲作を主体とした集落は, 標高が低 くて耕地

が広く, 人口減少が鈍化 ・停滞 しているのに対 し

て, 畑作が主体の集落では, 標高が高 くて耕地が

狭 く, 人口が減少 している。

集落生活と自然的条件, 社会, 経済的条件の関

連をみると (表3) , 集落完結型の集落は便益性

がよく, 多雪で耕地が広いのに対 して, 外部依存

型の集落は便益性が悪 く, 雪が少なく, 耕地は狭

くなっている。雪や耕地が集落の結合力を強めて

いると考えられる。

便益性がよく低標高の集落は議題内容が流動化

しているのに対 して, 便益性が悪い高標高の集落

表2現 金 を得るための労働 と自然的条件 、社会、経済的条件 との関連

表3集 落生活 と自然的条件 、社会、経済的条件 との関連

は議題が従来と同じで, 固定化 している。

以上の分析 より, 70年代における山地村集落の

人口減少は, 安定兼業ではなく農林業経営, 畑作

ではなく水稲作, 林業労務ではなく山地農業 (草

地利用の畜産経営, 冷涼な気候に適する野菜作) 

によって鈍化 し, 人口が停滞 ・維持されていたと

考えられる。

 (3) 山地村集落を支えてきた自給的生活構造

山地村集落の事例地として取 り上げた長野県木

曽郡三岳村の4集 落, 岡山県苫田郡加茂町の3集

落において, 栽培 されている自給農産物は表4の

ように多岐にわたっている.自 給農産物の栽培パ

ターンを数量化III類で分析 した結果, 1軸 として

+側 に玉葱 柿など加茂町で多 く栽培 される作

物, -側 に木曽菜, 野沢菜など三岳村で多 く栽培

されている作物を集約 した自給特性 (三 岳タイプ

←→加茂 タイプ) , 2軸 として+側 にブロ
ッコリ

ー・カリフラワーなど, -側 に大豆, 大根などを

集約 した自給方向 (衰退←→展開) が得 られた。

三岳村の4集 落, 加茂町の3集 落においては, 
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食生活においても自給 した り, 自ら加工 した食品

が豊富である。自給 している食品の利用パターン

を数量化III類で分析 した結果, 1軸 として+側 に

巻柿, 乾燥ゼンマイなど, -側 にすんき漬け, 朴

葉巻などを集約した自給特性 (三 岳タイプ←→加

茂タイプ) , 2紬 として+側 にイタドリ, ミツバ

など, -側 にか りん漬け, 沢庵漬けなどを集約し

た自給形態 (栽 培加工←→天然採取) が得 られ

た.

さらに, 食生活以外 にも, 住生活や儀礼, 民間

療法など, 生活の多方面の分野で自給が行なわれ

ているので, それらのパターンを数量化III顆で分

析 した結果, 1軸 として+側 にサカキ, 竹ほうき

など, -側 にマムシ酒, ホウの葉などを集約 した

自給特性 (三 岳 タイプ←→加茂 タイプ) , 2軸 と

表4長 野県三岳村、岡山県加茂町の山地村集落で

自給 され ている農産物

して+側 にマムシ酒, アマチャヅルなど, -側 に

げんのしょうこ, 薪などを集約 した自給傾向 (必

需的限定←→趣味的展開) が得られた。

農産物自給と自給的食生活, 自給的生活 (食 生

活以外) との関連をみると (表5) , 自給特性は

農産物自給と自給的食生活, 農産物自給と自給的

生活, 自給的食生活と自給的生活の順に関連が強

い。農産物自給が展開している世帯には食生活の

自給形懸も天然採取が多いのに対して, 衰退して

いる世帯には栽培加工が多い。また, 農産物自給

が展開し, 天然採取が多い世帯は, 単独世帯や夫

婦のみの核家族世帯には少なく, 親族世帯 (多世

代) に多い。

さらに, 現金を得る労働 と農産物自給, 自給的

食生活, 自給的生活 (食生活以外) との関連をみ

ると, 農業依存度の高い世帯には農産物自給の展

開が多く, 自給的食生活の天然採取も多いのに対

して, 依存度の低い世帯には農産物 自給が衰退

し, 栽培加工が多 くなる、畜産経営や自営 ・日雇

い世帯に農産物自給の展開が多いのに対して, 稲

作 ・勤務や年金 ・生活保護世帯には衰退が多い。

以上の分析から, 長野県三岳村, 岡山県加茂町

の山地村集落における農家の生活は, 農産物の自

給を核 として現金を得るための農業 (と くに, 畜

産経営) , 自給的食生活, 食生活以外の自給的生

活が展開するという基本的な構造を有しており, 

この構造が1980年 代における山地村集落の定住条

件の重要な一つとなってきたと考えられる。自

給, 労働, 消費が動的平衡を保つことによって, 

経済的には低位である山地村集落において定住を

可能にしたと考えられる。

このような基本構造は, 高齢核家族世帯, 単独

表5農 産物 自給、 自給的食生活、自給的生活 (食生活以外) の関連
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世帯においては農産物 自給の衰退 によって変容

し, 親族世帯においては親世代の自給 ・採取-子

世代の調理という役割分担の進行や自給技術の未

継承, 勤務兼業化による時間的余裕の喪失によっ

て, 分離 しつつある。食材料サービスや通信販売

など, 外部に依存 した消費, 大量消費的生活様式

の浸透は, このような変化に拍車をかけている。

 (4) 山地村集落を支えるネットワーク構造

山地村集落を支えてきた自給的生活構造が変容

しつつある状況下の農家の家族構造は, 集落に定

住 している家族員を分析するだけでは不十分であ

り, 他出している家族員との関係を押 さえる必要

がある。図2は 他出 している家族貝の居住地を示

したもので, 長野県三岳村では, 木曽福島町, 松

本市, 名古屋市, 岡山県加茂町では津山市, 岡山

市, 大阪市などが多 く, いずれも1日 以内に移動

が可能な距離 となっている。

このように, 他出した家族員が山地村集落の比

図2他 出家族貝の居住地―三岳村 、加茂町―

図3多 世代世帯のネッ トワー ク―三岳村―

較的近傍に居住することは, 山地村集落の日常的

な交流を可能にする。高齢核家族世帯には他出 し

た子 どもが農繁期に農作業の手伝いに来るケース

が多 く, 土日に通勤農業, 林業を行なっている事

例 もある。高齢単独世帯には通院の送 り迎えや炊

事, 掃除などの家事 を代替しているケースもみら

れる。

図3は, 多世代世帯における他出した子 ども夫

婦や親族, 友人 ・知人との訪問や宅配便による交

流の-例 をネ ットワークとして示 したものであ

る。同一町村内に居住する親族 との交流が多い

が, 県外の子 ども夫婦の訪問もあ り, 宅配便によ

って 「嫁の友人」, 「長男の友人」 という新 しいネ

ットワークも生まれている。

以上のように, 山地村集落の定住条件の一つで

あると考えられた自給的生活構造が崩壊 しつつあ

る現在, それらの変容を補 うものとして, 集落外

の親族のネットワークが山地村集落の定住を支え

ていると考えられる。このようなネットワーク構

造は交通網や宅配便の発達によって展開 してきて

はいるが, その前提条件として山地村集落で生ま

れ育った子 どもたちの多さがある。 しか しなが

ら, この条件は少子化の進行 と山地村集落での生

活体験をもたない子どもの増加によって将来的に

は安定的なものではなく, 山地村集落での定住を

支える新しいネットワークを創出する必要がある

と考えられる。

3中 間農業地域存立の基本条件

 (1) 中間農業地域の概念

「1990年世界農林業センサス」は, 農業集落の

基礎類型の第2次 区分 として, 「都市 的地域」, 
「平地農業地域」, 「中間農業地域

」, 「山間農業地

域」の4つ に区分 し, 中間農業地域を 「耕地率が

20%未 満で, 『都市的地域』 及び 『山間農業地

域』以外の市町村。耕地率が20%以 上

で, 『都市的地域』及 び 『平地農業 地

域』以外の市町村。」 としている。ちな

みに山間農業地域は 「林野率80%以 上か

つ桝地率10%未 満の市町村」である。本

研究では, 中間農業地域の類型化を目的
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とした統計的分析を農林業センサスのデータに依

拠 した関係から, センサスの定義を使用した。

 (2) 中間農業地域における農業の特徴

千葉県, 香川県の全農業集落6, 396集 落をサ ン

プルとして統計的分析を行ない, 都市的地域 平

地農業地域, 山間農業地域 との比較において, 中

間農業地域における農業の特徴を明らかにした。

農業を行なっていく上での自然的条件 として, 

耕地の種類や面積は平地農業地域が最も恵まれて

おり, 次いで都市的地域で, 中間農業地域や山間

農業地域は前二者に較べて連続性が認められない

くらいに不利であった。社会 ・経済的条件を量的

側面からみると, 農業経営基盤の大 きさ, 農家人

口の高齢化, 農業の共同性のいずれをとっても平

地農業地域が最 も恵まれてお り, 次いで都市的地

域で, 中間農業地域や山間農業地域は経営基盤縮

小の傾向が強かった。質的側面でも, 伝統的農村

社会は平地農業地域が最も維持 されてお り, 中間

農業地域や山間農業地域は過疎化による衰退の傾

向が強 くなっていた。以上のように, 農業を展開

する条件は, 中間農業地域は山間農業地域と並ん

で, いずれの点でも不利であった。

現金を得るための労働の量的側面では, 農業専

業性 (農 業経営←→安定兼業) は平地農業地域が

最 も高 く, 次いで都市的地域 山間農業地域で, 

中間農業地域は兼業化の傾向が強 く

なっていた。質的側面では, 集落の

生産機能は都市的地域や平地農業地

域, 中間農業地域では実行組合とし

て維持されているのに対 して, 山間

農業地域は衰退の傾向にあった.以

上のように, 中間農業地域は兼業に

傾斜 しているものの, 実行組合の機

能は維持されていた。

集落生活の質的側面では, 寄合い

の回数などであらわされる集落の自

治機能は, 平地農業, 中間農業地域

では維持されているのに対 して, 都

市的地域や山間農業地域では衰退の

傾向が強かった。

以上の分析より, 千葉県や香川県

の中間農業地域は集落の生産機能や自治機能は平

地農業地域と同様に維持 されているものの, 農業

を展開していく上での自然的, 社会的, 経済的条

件は山間農業地域と並んで劣っており, 平地農業

地域や都市的地域と産地間競争をして農業を発展

させてい くことはかなり困難であると考えられ

る。

 (3) 自然と共生できる安全な地域環境の再生

中間農業地域の事例地としては, 千葉県富津市

の天神山 ・環地域, 香川県長尾町の前山 ・多和地

域 を取 り上げた。 これ らの地域においては, 棚

田, 谷地田を中心に農耕空間の縮小が進んでお

り, 造林 ・採取空間も維持から縮小へ と向かいっ

つある。また, 水田や山林への空中散布や農薬, 

化学肥料の使用は, 毒性が低下 したとはいえ, 自

然環境への負荷となっていると考えられ, 河川や

水田などを生息域とする水生昆虫や魚類に被害が

出ている。

生活環境の面でも, 農村の特徴の一つでもあっ

た生活廃棄物の自家処理 ・再資源化の方向性が弱

まって集落内部からの破壊が始まるとともに, ゴ

ミの不法投棄やダンプカー公害, 採石場の粉塵な

ど, 集落外からの破壊 もみられている。

以上のような地域環境の変化の総体的な帰結と

して, 図4に も示 したような自然災害による被害

図4自 然災害による被害

―富津市天神山 ・環地域―
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図5複 数集落で構成されている社会組織

―長尾町前山 ・多和地域―

や動物による農作物被害 (猿 害) , 生活被害が増

加しており, 地域の安全性が失われている。この

ような安全性喪失の原因の一つとして, 棚田 ・谷

地田, 山林, 河川の管理の低下や採取空間の縮小

が考えられる。

 (4) 集落間ネットワークの創出

自然災害の防止対策や猿害などの動物による農

作物被害を各集落単独で解決することは不可能で

ある。また, 中間農業地域といえどもこの2地 域

は過疎化や高齢化によって集落の自治機能が弱体

化 しており, 図5に 示 したように, かつては集落

単位で形成 されていた社会組織が周辺の集落とい

っしょにならないと存続できなくなっている。

以上のような集落課題と集落の自治機能の現状

は, 各集落がそれぞれの集落課題に応 じて, 集落

間で機能的なネットワークを形成することを要請

していると考えられる。

4お わりに

報告は山地村集落と中間農業地域の現状分析が

中心 となってしまったが, 最後に現状分析 より考

えられた中山間農業地域の存続の条件についてま

とめてみたい。存続の条件の一つは安全な地域環

境が維持 されることである、このためには, 先人

の努力によって保全 されてきた農地, 山林を維持

する農林業が存立することであり, 天然採取へと

展開した自給的生活構造が確立され

ることが条件の第2, 第3と なる。

農地, 山林の保水機能, 自然災害の

防止作用についてはいうまでもない

が, とくによく管理 された里山, 雑

木林の役割については再認識 してお

く必要がある。農作業や山仕事, 山

菜取 りで農地や山林に出ることは, 

野生動物に対 して人間のテリ トリー

を示すことでもあ り, 自然と共生で

きる地域環境づ くりに役立つもので

ある。

中山間地域における農業のありか

たについては様々な議論が起こり得

るが, 大量生産を必要とし, 平地農業地域 との産

地間競争が避けられない産地形成 は農地の面で

も, 労働力の面でも困難な現状をみれば, 生活の

視点からの発想 も必要であると考える。中山間地

域のそれぞれの条件―冷涼な気候, 気温の日較

差, 豊富な湧き水など―を活かした, 少量多品種

栽培が考えられるが, これは山地村集落を支えて

きた自給的生活構造の核 にほかならない。このよ

うな少量多品種栽培は大童生産 ・大量販売 とは相

容れないので, 地場 自給 というローカルネットワ
ークやその価値を理解する人 との私的なネットワ

ークを創 り上げる必要がある
。これが第4の 条件

である。

自給的生活構造の経済的優位性は, 大量消費的

生活様式や都市的生活様式の浸透, 教育費の上昇

によって既に失われているが, 健康的な価値や趣

味, 娯楽という余暇的な価値を持つようになって

きている。先祖伝来の土地だから仕方なく住むと

いう消極的な意識ではなく, 自然と共生 した健康

な生活を主体的に選択するという価値観への転換

が重要になると考える。

以上述べたような存続の条件を創 り出してい く

ことは, 中山間地域の集落が現在有 している人的

資源だけではかなり困難であると考えられる。個

々の集落を支える集落間のネットワーク, とりわ

け地域環境の安全という視点からは川下にあたる

郁市的地域, 平地農業地域の集落との 「山と里 と

のネットワーク」が不可欠であると考えられ, こ
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れが第5の 条件となる。今や, 全国民が中山間地

域の価値を認め, 支えなければ, その存続は危 う

い時期に来ていると言えるのではないだろうか
。

なお・本報告の基となった研究は, 山地村集落

については富田祥之亮, 野崎あけみ及び演者, 中

山間地域については富田祥之亮, 会田敬志及び演

者の共同研究 として農村生活総合研究センターで

行なったものである。文末ではありますが, 共同

研究者のご助言, ご協力を感謝 します。
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